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COVID-19 がもたらしたテレワークにおける執務形態の変化が

仕事・生活・街に与える影響に関する研究

THE INFLUENCE OF CHANGE IN TEREWORKING FORM 
CAUSED BY COVID-19 ON WORK , LIFE AND CITY

建築計画分野    田畑　陸　　
Architectural Planning    Riku TABATA　　

2020 年 4 月、COVID-19 に伴う緊急事態宣言の発令によりテレワークを行う人が急増した。こ

のような執務形態は同年 5 月の解除後も継続され、今後も執務形態が拡張すると考えられる。

本研究は、執務形態の多様化がもたらした影響を示したものである。仕事・生活・街の観点か

ら実態及び意識の変化を調査することで、柔軟な執務形態の選択が仕事と生活の充実を図って

いることを明らかにし、COVID-19 終息後に街の構造が変化する可能性を示唆している。

In April 2020, a state of emergency following COVID-19 increased tereworkers. This type work styles 
have been continuing after the declaration of a state of emergency following COVID-19 in May 2020 
and it is expected that the work style will expand in the future. This study shows the impact of the 
diversification of work styles. By investigating the actual situation and changes in awareness from the 
perspective of work, life, and the city, it was found that the choice of a flexible work style enhances 
work and life. And, this suggests that the urban structure may change after the end of COVID-19.

１．はじめに

1-1. 背景・目的

　現在、日本では ICT 技術の発達に伴いオフィス以外

の場所で作業を行うテレワーク、固定の自席を持たず

に自由に席を選ぶことができるフリーアドレスオフィ

スなど、多様な働き方が出現している。また 2019 年 4
月には個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択

するための改革として「働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律」が施行されている。さ

らに COVID-19 に伴う緊急事態宣言の発令により在宅

勤務などのテレワークを行う人が急激に増加した。こ

のような執務形態の変化は仕事の変化だけに止まら

ず、生活や街に対して変化をもたらすと考えられる。

そして従来の生活場所と働く場所の明確な境界ではな

く、執務空間が曖昧に街全体に広がると予測される。

以上より、現在のテレワークによる働き方、執務空間

を分析・考察することで、COVID-19 終息後の働き方

や街の在り方を示すことを目的とする。

1-2. 既往研究と本研究の位置付け

　COVID-19 によるテレワークの研究として、国土交

通省　によるテレワーク実施実態や住宅業界     による

住まいの意識の変化を統計的に調査したものは見られ

る。本研究では、執務形態の変化による仕事・生活の

多様化、それに伴う街の変化を示すことに特徴がある。

1-3． 用語の定義

　2020 年 4 月 7 日には 7 都道府県、同月 17 日には全

都道府県で緊急事態宣言が発令、同年 5 月 14 日 39 都

道府県、同月 21 日には 2 府 1 県、同月 25 日には 5 都

道府県で緊急事態宣言解除された。本研究では 2020
年 3 月以前を「従前」4 月から 5 月を「第一次緊急事

態宣言中」、6 月から 9 月を「移行期」、調査を行った

10 月から 12 月を「現在」とした。また、執務形態と

して、「オフィス勤務」、自宅で働く「在宅勤務」、オフィ

ス・自宅を除く執務を行う場所を街の執務空間、そこ

での勤務を「街の執務空間勤務」とする。

1-4. 調査方法

1) アンケート調査 : テレワークを行うことができる業

種であり、街に対して関心が高いと考えられる大阪市

立大学工学部建築学科建築計画研究室の卒業生 127 人

を対象にアンケート調査を実施した。回収票数は 63
票 (49.6％) であった。主な調査項目は①テレワーク経

験②テレワーク内容③COVID-19 による変化④テレ

ワーク場所⑤テレワーク特徴⑥テレワーク評価⑦将来

の意向⑧基本事項である。2) ヒアリング調査 : 緊急事

態宣言中にテレワークを行っている人の内、現在も継

続しており今後も継続意向のある 7名、現在はテレワー

クを行っていないが後はテレワークを再開したい意向

のある 7 名にヒアリング調査を行った。主なヒアリン

グ内容は①従前、第一次緊急事態宣中、移行期、現在

における 1 週間のスケジュール②働き方の変化③執務

形態の意向の 3 項目である。3) 新聞調査：調査する新

聞は朝日新聞 (2019 年 4 月 1 日～ 2020 年 11 月 31 日 )

を用いた。新聞の閲覧には朝日新聞記事データベース

｢聞蔵Ⅱビジュアル｣を用い、①オフィス②テレワーク

③働き方④働く場⑤コワーキングスペースのキーワー

ドで検索した。該当する 4148 件の内、街の執務空間

についての記載がある 244 件を対象とした。

２．COVID-19 による働き方の多様化

2-1． テレワーク実施実態 ( 図 2,3)
　テレワーク経験者は 8 割程度であった。一方でテレ

ワークを一度も行ったことのない回答者は約 2 割で

あった。テレワーク経験者の内、そのテレワークを行

う場所は、「自宅のみ」が 7 割程度であり、過半数が

在宅勤務のみを行っている。また、「自宅および自宅

以外」は約 3 割であり、自宅とは別でテレワークを行

う場所を持っている。従前と緊急事態宣言発令後の働

く場所の変化では、「従前」は、「オフィス」勤務が 10
割であり、全員がオフィスへ出社していた。少量では

あるが併せて「飲食店」「自宅」などのテレワークも行っ

ていることが分かる。一方で「緊急事態宣言発令後」は、

「オフィス」の割合が約 6 割まで減少し、それに伴っ

て「自宅」が約 8 割まで増加している。少量ではある

が、街の執務空間の利用も増加している。

2-2. テレワーク実施形態による分類

　調査対象に対して①テレワークの実施時期②利用場

所の観点から「オフィス集中継続型 (6 事例 )」「在宅

集中継続型 (11 事例 )」「多種分散継続型 (9 事例 )」「オ

フィス集中選択型 (5 事例 )」「在宅集中選択型 (5 事例 )」
「一過型 (14 事例 )」の 6 つに分類した ( 図 4)。

2-3．分類特徴・形成要因

1)継続型 :現在もテレワークを継続している執務形態。

①オフィス集中継続型：外出を除く勤務時間の過半数

をオフィスで勤務している。週に 1、2 度のテレワー

クを推奨されており、働き手は日にちや曜日を選んで

いるためオフィスに集中して勤務している。

②在宅集中継続型 : 外出を除く勤務時間の過半数を自

宅で勤務している。【B-a】はデスクトップパソコンを

用いており、場所を変えられないこと、【B-b】は在宅

勤務の方がオフィス勤務より作業効率が上がるため自

宅に集中して勤務している。

③多種分散継続型 : オフィス・自宅・街の執務空間を

使い分けながら勤務している。オフィス、自宅の他に

営業先、会社付近のシェアオフィス、飲食店や現場事

務所を使うことによって時間の有効活用を図っている

ため各種分散して勤務している。

2) 選択型：現在はテレワークを行っていないが、移行

期もテレワークを行っていた執務形態。

①オフィス集中選択型：テレワークを実施していた際

に外出を除く勤務時間の過半数をオフィスで勤務して

いる形態。業務量によってテレワークと出社を切り替

えている。週に1、2度のテレワークを推奨されており、

働き手は日にちや曜日を選んでいるためオフィスに集

中して勤務している。

②在宅集中選択型 : テレワークを実施していた際に外

出を除く勤務時間の過半数を自宅で勤務している形

態。業務量、制度によってテレワークと出社を切り替

えている。また、自宅の方が作業効率や生活の自由度

が上がるため自宅に集中して勤務している。

3) 一過型 : 第一次緊急事態宣言中のみテレワークを

行っていた形態。業務量・内容・役職などからテレワー

クを行っていない。

2-4．テレワーク実施形態における評価

業務に対する集中度の評価では【在宅集中継続型】【多

種分散継続型】【在宅集中選択型】は高評価の割合が

高く、8 割から 9 割程度であった。特に【在宅集中継

続型】【在宅集中選択型】では、「向上した」の割合が

高くなっている。一方で【オフィス集中継続型】【オフィ

ス集中選択型】【一過型】では、高評価の割合が低くなっ

ている ( 図 5)。業務の質評価では、【オフィス集中継

続型】【多種分散継続型】【オフィス集中選択型】は高

評価の割合が高い傾向にある。特に【多種分散継続型】

の街の執務空間利用時は約 7.5 割が高評価であった。

一方で、【在宅集中継続型】【在宅集中選択型】【一過型】

では、高評価の割合が低く、2 割程度となっている ( 図
6)。プライベートの充実度の評価では、【一過型】を

除くすべての分類が高評価であるが、特に【在宅集中

継続型】【多種分散継続型】の在宅勤務利用時の割合

が高い傾向であった。一方で【一過型】は高評価の割

合が低くなっている ( 図 7)。つまり、どの執務形態も
プライベートの充実に寄与しており、オフィス勤務を
主に行う形態では業務の質向上、在宅勤務を主に行う

形態では業務に対する集中に繋がっている。また、街
の執務空間勤務は集中、質の向上、プライベートの充
実のいずれも評価が高く、仕事と生活の両立を図るこ
とができるといえる。
３．テレワークによる仕事・生活の変化

3-1．仕事に関する変化 ( 図 8)
1) スケジュール構成：【多種分散継続型】は 1 日、【オ

フィス集中継続型】【在宅集中継続型】は1週間でオフィ

ス出社とテレワークの使い分けがみられた。1 日の中

では時間の有効活用 [1][2][3]、1 週間の中ではプライ

ベートの充実 [4][5][6] がみられた。【オフィス集中選

択型】【在宅集中選択型】は移行期までテレワークを

行っており、現在はオフィス勤務のみといったように

業務量による使い分け [7][8] がみられた。

2) オフィス出社の目的変化：【在宅集中継続型】【多種

分散継続】でオフィス出社する目的の変化が見られた。

普段の業務はテレワークで行い、[9][10] は印刷、[11]
は指導係とコミュニケーションをとるため、[12] はオ

ンラインツールを用いるための準備を理由に出社して

いる。テレワーク実施に伴い、従来の理由とは異なっ

たオフィスの使われ方がみられた。

3-2．生活に関する変化 ( 図 9)
1) 業務中における生活の介入：業務中に調理や食事を

行い、後に業務に戻ること [13][14] や休憩中に家事を

行うなど業務の合間にも生活の介入 [15][16][17] がみ

られた。また、家内だけでなく食料品店やコインラン

ドリーなど屋外の利用も見られた [18][19]。
2) 居住地の変更：緊急事態宣言発令後の居住地の変更

では、2 割が変更しているが、理由として、COVID-19
による影響は見られなかった。一方で【在宅集中継続

型】は変更の意向がみられ、オフィス出社を前提とし

ない住居の選択が今後考えられる [20][21]。
3-3． 執務形態がもたらす変化 ( 表 2)
1) オフィス集中継続型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は質を高める際に用いることが考えられる。

2) 在宅集中継続型 : オフィス出社が減るため、立地に

縛られない居住地の選択が可能であると考えられる。

オフィスは協働の場としての機能が考えられる。

3) 多種分散継続 : 居住地は従前と変わらずオフィスの

周辺に立地すると考えられる。街の執務空間が自宅近

くに立地し、作業環境・設備、交流・集まる場所など

のオフィスの役割を担うことで今後オフィスの役割が

変化する可能性がある。

4) オフィス集中選択型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は回数として少数のため、街の執務空間利用が作業効

率とプライベートの両立を図ることが考えられる。

5) 在宅集中選択型 : 短期的に在宅勤務を行うため、二

拠点居住が可能であると考えられる。オフィスは繁忙

期など、特定の時期に利用されると考えられる。

6) 一過型 : 現在はテレワークを行うことができていな

いが、テレワークを前提とした業務になることで今後

テレワークを行うことできると考えられる。

４．COVID-19 による執務形態・執務空間の拡張

4-1. COVID-19 による意向の変化

1) 執務形態の意向 ( 図 10,11)：テレワークの継続意向

では、6.5 割程度が継続したい、3.5 割程度が継続した

くない意向であった。継続意向の内、理想の執務形態

では「オフィスと自宅を併用して働く」「オフィスと

自宅と自宅以外を併用して働く」の割合が高く 4.5 割

程度であった。また、自宅以外の街の執務空間では、

現場付近、自宅付近で働きたいと考えている。また、

ワーケーションを行いたい意向もみられた。

2) 意向・考え方の変化 ( 表 3): 在宅勤務に対して当初
はテレワークに対して否定的な意見やできないという
意見が多かったが、テレワークを経験したことで考え
方に変化がみられた。緊急事態宣言に伴い在宅勤務を

行ったことで従前の執務形態に縛られない意向が顕在

化されたと考えられる。

4-2 街に対する意識の変化 ( 図 12)
　執務形態の変化は、職住一致による業務地や住宅地

などの曖昧化 [28][29][30] をもたらし、業務地では無

秩序なオフィスの開発が減る。また、それに伴った公

園・緑地・オープンスペースなどの公共空間の創出を

期待している [31][32][33]。一方で、住宅地ではオー

プンスペースが多様な人や専門的な働き手が集まる執

務空間を通してのコミュニティやネットワーク形成に

寄与する [34][35] と評価している。また、こういった

街の構造の再解釈が魅力となり他地域からの流入に繋

がると考えている [36][37]。
4-3． 街の執務空間の広がり

1) 街の執務空間の周辺環境 ( 図 13): 従前は「業務地」、

「商業地」、「山・海」で多かった件数が、緊急事態宣

言解除後は、「商業地」が減り、「観光地・温泉地」、「里

山・田園」が増加している。このことから中心地から

地方に拡散されていることが分かる。

2) 街の執務空間の収容施設 ( 図 14): 従前は「ビル」や

「商業施設」の一角などの件数が多く、これは働き方

改革によって開設される街の執務空間が多いと考えら

れる。緊急事態宣言中になると「ビル」、「商業施設」

の件数は減少し、事業継続のため「ホテル」や「旅館」、

接触の回避のため「庁舎」や「図書館」などの公共施

設の件数が増えている。緊急事態宣言解除後は継続し

て「ホテル」などの件数が多いことに加えて、「旧住

宅 ( 空き家 )」や「その他」の件数が増えている。少

数ではあるが、公園、倉庫や寺などあらゆる場所が街

の執務空間となっている。

3) 街の執務空間の開設目的 ( 図 15): 従前は交流や拠点

として供給されていたが、COVID-19 の影響により、事

業継続やワークライフバランス (WLB) などの目的が付

加され、目的が多角化しており、多様な目的で街の執

務空間が開設されるようになっている。

５． 課題 ( 表 4)
　街の執務空間に対して会社側が用意することを望む意
見が見られた [38][39]。そして、街の執務空間を所有、
契約又は検討している会社も見られた。一方で、利用
できる街の執務空間があるにも関わらず、利用してい
ない事例が見られた。以上より、街の執務空間の立地
を検討しなければ利用されない可能性がある [40][41]。
６．結論 ( 図 16)
　本研究では、COVID-19 による執務形態の変化が働

き手に与えた仕事・生活・街への意識の観点から影響

を明らかにした。働き手はオフィス出社とテレワーク

を併用することで仕事の効率化と生活との調和を図っ

ており、それに伴いプライベートの充実、業務中にも

生活の介入がみられた。こういった変化は新たな意向

を生むと共に街に対する意識の変化をもたらしてい

る。住宅地などの概念が再考される中で他の建築ス

トックが街の執務空間として転換・併設されてきてお

り、こういった場所が利用されることで今後、街の構

造が変化する可能性が明らかとなった。

1) 2),3)
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月には個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択

するための改革として「働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律」が施行されている。さ

らに COVID-19 に伴う緊急事態宣言の発令により在宅

勤務などのテレワークを行う人が急激に増加した。こ

のような執務形態の変化は仕事の変化だけに止まら

ず、生活や街に対して変化をもたらすと考えられる。

そして従来の生活場所と働く場所の明確な境界ではな

く、執務空間が曖昧に街全体に広がると予測される。

以上より、現在のテレワークによる働き方、執務空間

を分析・考察することで、COVID-19 終息後の働き方

や街の在り方を示すことを目的とする。

1-2. 既往研究と本研究の位置付け

　COVID-19 によるテレワークの研究として、国土交

通省　によるテレワーク実施実態や住宅業界     による

住まいの意識の変化を統計的に調査したものは見られ

る。本研究では、執務形態の変化による仕事・生活の

多様化、それに伴う街の変化を示すことに特徴がある。

1-3． 用語の定義

　2020 年 4 月 7 日には 7 都道府県、同月 17 日には全

都道府県で緊急事態宣言が発令、同年 5 月 14 日 39 都

道府県、同月 21 日には 2 府 1 県、同月 25 日には 5 都

道府県で緊急事態宣言解除された。本研究では 2020
年 3 月以前を「従前」4 月から 5 月を「第一次緊急事

態宣言中」、6 月から 9 月を「移行期」、調査を行った

10 月から 12 月を「現在」とした。また、執務形態と

して、「オフィス勤務」、自宅で働く「在宅勤務」、オフィ

ス・自宅を除く執務を行う場所を街の執務空間、そこ

での勤務を「街の執務空間勤務」とする。

1-4. 調査方法

1) アンケート調査 : テレワークを行うことができる業

種であり、街に対して関心が高いと考えられる大阪市

立大学工学部建築学科建築計画研究室の卒業生 127 人

を対象にアンケート調査を実施した。回収票数は 63
票 (49.6％) であった。主な調査項目は①テレワーク経

験②テレワーク内容③COVID-19 による変化④テレ

ワーク場所⑤テレワーク特徴⑥テレワーク評価⑦将来

の意向⑧基本事項である。2) ヒアリング調査 : 緊急事

態宣言中にテレワークを行っている人の内、現在も継

続しており今後も継続意向のある 7名、現在はテレワー

クを行っていないが後はテレワークを再開したい意向

のある 7 名にヒアリング調査を行った。主なヒアリン

グ内容は①従前、第一次緊急事態宣中、移行期、現在

における 1 週間のスケジュール②働き方の変化③執務

形態の意向の 3 項目である。3) 新聞調査：調査する新

聞は朝日新聞 (2019 年 4 月 1 日～ 2020 年 11 月 31 日 )

を用いた。新聞の閲覧には朝日新聞記事データベース

｢聞蔵Ⅱビジュアル｣を用い、①オフィス②テレワーク

③働き方④働く場⑤コワーキングスペースのキーワー

ドで検索した。該当する 4148 件の内、街の執務空間

についての記載がある 244 件を対象とした。

２．COVID-19 による働き方の多様化

2-1． テレワーク実施実態 ( 図 2,3)
　テレワーク経験者は 8 割程度であった。一方でテレ

ワークを一度も行ったことのない回答者は約 2 割で

あった。テレワーク経験者の内、そのテレワークを行

う場所は、「自宅のみ」が 7 割程度であり、過半数が

在宅勤務のみを行っている。また、「自宅および自宅

以外」は約 3 割であり、自宅とは別でテレワークを行

う場所を持っている。従前と緊急事態宣言発令後の働

く場所の変化では、「従前」は、「オフィス」勤務が 10
割であり、全員がオフィスへ出社していた。少量では

あるが併せて「飲食店」「自宅」などのテレワークも行っ

ていることが分かる。一方で「緊急事態宣言発令後」は、

「オフィス」の割合が約 6 割まで減少し、それに伴っ

て「自宅」が約 8 割まで増加している。少量ではある

が、街の執務空間の利用も増加している。

2-2. テレワーク実施形態による分類

　調査対象に対して①テレワークの実施時期②利用場

所の観点から「オフィス集中継続型 (6 事例 )」「在宅

集中継続型 (11 事例 )」「多種分散継続型 (9 事例 )」「オ

フィス集中選択型 (5 事例 )」「在宅集中選択型 (5 事例 )」
「一過型 (14 事例 )」の 6 つに分類した ( 図 4)。

2-3．分類特徴・形成要因

1)継続型 :現在もテレワークを継続している執務形態。

①オフィス集中継続型：外出を除く勤務時間の過半数

をオフィスで勤務している。週に 1、2 度のテレワー

クを推奨されており、働き手は日にちや曜日を選んで

いるためオフィスに集中して勤務している。

②在宅集中継続型 : 外出を除く勤務時間の過半数を自

宅で勤務している。【B-a】はデスクトップパソコンを

用いており、場所を変えられないこと、【B-b】は在宅

勤務の方がオフィス勤務より作業効率が上がるため自

宅に集中して勤務している。

③多種分散継続型 : オフィス・自宅・街の執務空間を

使い分けながら勤務している。オフィス、自宅の他に

営業先、会社付近のシェアオフィス、飲食店や現場事

務所を使うことによって時間の有効活用を図っている

ため各種分散して勤務している。

2) 選択型：現在はテレワークを行っていないが、移行

期もテレワークを行っていた執務形態。

①オフィス集中選択型：テレワークを実施していた際

に外出を除く勤務時間の過半数をオフィスで勤務して

いる形態。業務量によってテレワークと出社を切り替

えている。週に1、2度のテレワークを推奨されており、

働き手は日にちや曜日を選んでいるためオフィスに集

中して勤務している。

②在宅集中選択型 : テレワークを実施していた際に外

出を除く勤務時間の過半数を自宅で勤務している形

態。業務量、制度によってテレワークと出社を切り替

えている。また、自宅の方が作業効率や生活の自由度

が上がるため自宅に集中して勤務している。

3) 一過型 : 第一次緊急事態宣言中のみテレワークを

行っていた形態。業務量・内容・役職などからテレワー

クを行っていない。

2-4．テレワーク実施形態における評価

業務に対する集中度の評価では【在宅集中継続型】【多

種分散継続型】【在宅集中選択型】は高評価の割合が

高く、8 割から 9 割程度であった。特に【在宅集中継

続型】【在宅集中選択型】では、「向上した」の割合が

高くなっている。一方で【オフィス集中継続型】【オフィ

ス集中選択型】【一過型】では、高評価の割合が低くなっ

ている ( 図 5)。業務の質評価では、【オフィス集中継

続型】【多種分散継続型】【オフィス集中選択型】は高

評価の割合が高い傾向にある。特に【多種分散継続型】

の街の執務空間利用時は約 7.5 割が高評価であった。

一方で、【在宅集中継続型】【在宅集中選択型】【一過型】

では、高評価の割合が低く、2 割程度となっている ( 図
6)。プライベートの充実度の評価では、【一過型】を

除くすべての分類が高評価であるが、特に【在宅集中

継続型】【多種分散継続型】の在宅勤務利用時の割合

が高い傾向であった。一方で【一過型】は高評価の割

合が低くなっている ( 図 7)。つまり、どの執務形態も
プライベートの充実に寄与しており、オフィス勤務を
主に行う形態では業務の質向上、在宅勤務を主に行う

形態では業務に対する集中に繋がっている。また、街
の執務空間勤務は集中、質の向上、プライベートの充
実のいずれも評価が高く、仕事と生活の両立を図るこ
とができるといえる。
３．テレワークによる仕事・生活の変化

3-1．仕事に関する変化 ( 図 8)
1) スケジュール構成：【多種分散継続型】は 1 日、【オ

フィス集中継続型】【在宅集中継続型】は1週間でオフィ

ス出社とテレワークの使い分けがみられた。1 日の中

では時間の有効活用 [1][2][3]、1 週間の中ではプライ

ベートの充実 [4][5][6] がみられた。【オフィス集中選

択型】【在宅集中選択型】は移行期までテレワークを

行っており、現在はオフィス勤務のみといったように

業務量による使い分け [7][8] がみられた。

2) オフィス出社の目的変化：【在宅集中継続型】【多種

分散継続】でオフィス出社する目的の変化が見られた。

普段の業務はテレワークで行い、[9][10] は印刷、[11]
は指導係とコミュニケーションをとるため、[12] はオ

ンラインツールを用いるための準備を理由に出社して

いる。テレワーク実施に伴い、従来の理由とは異なっ

たオフィスの使われ方がみられた。

3-2．生活に関する変化 ( 図 9)
1) 業務中における生活の介入：業務中に調理や食事を

行い、後に業務に戻ること [13][14] や休憩中に家事を

行うなど業務の合間にも生活の介入 [15][16][17] がみ

られた。また、家内だけでなく食料品店やコインラン

ドリーなど屋外の利用も見られた [18][19]。
2) 居住地の変更：緊急事態宣言発令後の居住地の変更

では、2 割が変更しているが、理由として、COVID-19
による影響は見られなかった。一方で【在宅集中継続

型】は変更の意向がみられ、オフィス出社を前提とし

ない住居の選択が今後考えられる [20][21]。
3-3． 執務形態がもたらす変化 ( 表 2)
1) オフィス集中継続型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は質を高める際に用いることが考えられる。

2) 在宅集中継続型 : オフィス出社が減るため、立地に

縛られない居住地の選択が可能であると考えられる。

オフィスは協働の場としての機能が考えられる。

3) 多種分散継続 : 居住地は従前と変わらずオフィスの

周辺に立地すると考えられる。街の執務空間が自宅近

くに立地し、作業環境・設備、交流・集まる場所など

のオフィスの役割を担うことで今後オフィスの役割が

変化する可能性がある。

4) オフィス集中選択型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は回数として少数のため、街の執務空間利用が作業効

率とプライベートの両立を図ることが考えられる。

5) 在宅集中選択型 : 短期的に在宅勤務を行うため、二

拠点居住が可能であると考えられる。オフィスは繁忙

期など、特定の時期に利用されると考えられる。

6) 一過型 : 現在はテレワークを行うことができていな

いが、テレワークを前提とした業務になることで今後

テレワークを行うことできると考えられる。

４．COVID-19 による執務形態・執務空間の拡張

4-1. COVID-19 による意向の変化

1) 執務形態の意向 ( 図 10,11)：テレワークの継続意向

では、6.5 割程度が継続したい、3.5 割程度が継続した

くない意向であった。継続意向の内、理想の執務形態

では「オフィスと自宅を併用して働く」「オフィスと

自宅と自宅以外を併用して働く」の割合が高く 4.5 割

程度であった。また、自宅以外の街の執務空間では、

現場付近、自宅付近で働きたいと考えている。また、

ワーケーションを行いたい意向もみられた。

2) 意向・考え方の変化 ( 表 3): 在宅勤務に対して当初
はテレワークに対して否定的な意見やできないという
意見が多かったが、テレワークを経験したことで考え
方に変化がみられた。緊急事態宣言に伴い在宅勤務を

行ったことで従前の執務形態に縛られない意向が顕在

化されたと考えられる。

4-2 街に対する意識の変化 ( 図 12)
　執務形態の変化は、職住一致による業務地や住宅地

などの曖昧化 [28][29][30] をもたらし、業務地では無

秩序なオフィスの開発が減る。また、それに伴った公

園・緑地・オープンスペースなどの公共空間の創出を

期待している [31][32][33]。一方で、住宅地ではオー

プンスペースが多様な人や専門的な働き手が集まる執

務空間を通してのコミュニティやネットワーク形成に

寄与する [34][35] と評価している。また、こういった

街の構造の再解釈が魅力となり他地域からの流入に繋

がると考えている [36][37]。
4-3． 街の執務空間の広がり

1) 街の執務空間の周辺環境 ( 図 13): 従前は「業務地」、

「商業地」、「山・海」で多かった件数が、緊急事態宣

言解除後は、「商業地」が減り、「観光地・温泉地」、「里

山・田園」が増加している。このことから中心地から

地方に拡散されていることが分かる。

2) 街の執務空間の収容施設 ( 図 14): 従前は「ビル」や

「商業施設」の一角などの件数が多く、これは働き方

改革によって開設される街の執務空間が多いと考えら

れる。緊急事態宣言中になると「ビル」、「商業施設」

の件数は減少し、事業継続のため「ホテル」や「旅館」、

接触の回避のため「庁舎」や「図書館」などの公共施

設の件数が増えている。緊急事態宣言解除後は継続し

て「ホテル」などの件数が多いことに加えて、「旧住

宅 ( 空き家 )」や「その他」の件数が増えている。少

数ではあるが、公園、倉庫や寺などあらゆる場所が街

の執務空間となっている。

3) 街の執務空間の開設目的 ( 図 15): 従前は交流や拠点

として供給されていたが、COVID-19 の影響により、事

業継続やワークライフバランス (WLB) などの目的が付

加され、目的が多角化しており、多様な目的で街の執

務空間が開設されるようになっている。

５． 課題 ( 表 4)
　街の執務空間に対して会社側が用意することを望む意
見が見られた [38][39]。そして、街の執務空間を所有、
契約又は検討している会社も見られた。一方で、利用
できる街の執務空間があるにも関わらず、利用してい
ない事例が見られた。以上より、街の執務空間の立地
を検討しなければ利用されない可能性がある [40][41]。
６．結論 ( 図 16)
　本研究では、COVID-19 による執務形態の変化が働

き手に与えた仕事・生活・街への意識の観点から影響

を明らかにした。働き手はオフィス出社とテレワーク

を併用することで仕事の効率化と生活との調和を図っ

ており、それに伴いプライベートの充実、業務中にも

生活の介入がみられた。こういった変化は新たな意向

を生むと共に街に対する意識の変化をもたらしてい

る。住宅地などの概念が再考される中で他の建築ス

トックが街の執務空間として転換・併設されてきてお

り、こういった場所が利用されることで今後、街の構

造が変化する可能性が明らかとなった。

テレワークを
実施時期 最多利用場所 事例数 ヒアリング対象
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図 4　実施時期と利用場所による分類
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図 5　テレワーク時のオフィス勤務に対する業務への集中度評価

図 2　テレワーク実施経験 (n=63) と執務場所 (n=50)
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図 7　テレワーク時のオフィス勤務に対するプライベート充実度の評価
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１．はじめに

1-1. 背景・目的

　現在、日本では ICT 技術の発達に伴いオフィス以外

の場所で作業を行うテレワーク、固定の自席を持たず

に自由に席を選ぶことができるフリーアドレスオフィ

スなど、多様な働き方が出現している。また 2019 年 4
月には個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択

するための改革として「働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律」が施行されている。さ

らに COVID-19 に伴う緊急事態宣言の発令により在宅

勤務などのテレワークを行う人が急激に増加した。こ

のような執務形態の変化は仕事の変化だけに止まら

ず、生活や街に対して変化をもたらすと考えられる。

そして従来の生活場所と働く場所の明確な境界ではな

く、執務空間が曖昧に街全体に広がると予測される。

以上より、現在のテレワークによる働き方、執務空間

を分析・考察することで、COVID-19 終息後の働き方

や街の在り方を示すことを目的とする。

1-2. 既往研究と本研究の位置付け

　COVID-19 によるテレワークの研究として、国土交

通省　によるテレワーク実施実態や住宅業界     による

住まいの意識の変化を統計的に調査したものは見られ

る。本研究では、執務形態の変化による仕事・生活の

多様化、それに伴う街の変化を示すことに特徴がある。

1-3． 用語の定義

　2020 年 4 月 7 日には 7 都道府県、同月 17 日には全

都道府県で緊急事態宣言が発令、同年 5 月 14 日 39 都

道府県、同月 21 日には 2 府 1 県、同月 25 日には 5 都

道府県で緊急事態宣言解除された。本研究では 2020
年 3 月以前を「従前」4 月から 5 月を「第一次緊急事

態宣言中」、6 月から 9 月を「移行期」、調査を行った

10 月から 12 月を「現在」とした。また、執務形態と

して、「オフィス勤務」、自宅で働く「在宅勤務」、オフィ

ス・自宅を除く執務を行う場所を街の執務空間、そこ

での勤務を「街の執務空間勤務」とする。

1-4. 調査方法

1) アンケート調査 : テレワークを行うことができる業

種であり、街に対して関心が高いと考えられる大阪市

立大学工学部建築学科建築計画研究室の卒業生 127 人

を対象にアンケート調査を実施した。回収票数は 63
票 (49.6％) であった。主な調査項目は①テレワーク経

験②テレワーク内容③COVID-19 による変化④テレ

ワーク場所⑤テレワーク特徴⑥テレワーク評価⑦将来

の意向⑧基本事項である。2) ヒアリング調査 : 緊急事

態宣言中にテレワークを行っている人の内、現在も継

続しており今後も継続意向のある 7名、現在はテレワー

クを行っていないが後はテレワークを再開したい意向

のある 7 名にヒアリング調査を行った。主なヒアリン

グ内容は①従前、第一次緊急事態宣中、移行期、現在

における 1 週間のスケジュール②働き方の変化③執務

形態の意向の 3 項目である。3) 新聞調査：調査する新

聞は朝日新聞 (2019 年 4 月 1 日～ 2020 年 11 月 31 日 )

を用いた。新聞の閲覧には朝日新聞記事データベース

｢聞蔵Ⅱビジュアル｣を用い、①オフィス②テレワーク

③働き方④働く場⑤コワーキングスペースのキーワー

ドで検索した。該当する 4148 件の内、街の執務空間

についての記載がある 244 件を対象とした。

２．COVID-19 による働き方の多様化

2-1． テレワーク実施実態 ( 図 2,3)
　テレワーク経験者は 8 割程度であった。一方でテレ

ワークを一度も行ったことのない回答者は約 2 割で

あった。テレワーク経験者の内、そのテレワークを行

う場所は、「自宅のみ」が 7 割程度であり、過半数が

在宅勤務のみを行っている。また、「自宅および自宅

以外」は約 3 割であり、自宅とは別でテレワークを行

う場所を持っている。従前と緊急事態宣言発令後の働

く場所の変化では、「従前」は、「オフィス」勤務が 10
割であり、全員がオフィスへ出社していた。少量では

あるが併せて「飲食店」「自宅」などのテレワークも行っ

ていることが分かる。一方で「緊急事態宣言発令後」は、

「オフィス」の割合が約 6 割まで減少し、それに伴っ

て「自宅」が約 8 割まで増加している。少量ではある

が、街の執務空間の利用も増加している。

2-2. テレワーク実施形態による分類

　調査対象に対して①テレワークの実施時期②利用場

所の観点から「オフィス集中継続型 (6 事例 )」「在宅

集中継続型 (11 事例 )」「多種分散継続型 (9 事例 )」「オ

フィス集中選択型 (5 事例 )」「在宅集中選択型 (5 事例 )」
「一過型 (14 事例 )」の 6 つに分類した ( 図 4)。

2-3．分類特徴・形成要因

1)継続型 :現在もテレワークを継続している執務形態。

①オフィス集中継続型：外出を除く勤務時間の過半数

をオフィスで勤務している。週に 1、2 度のテレワー

クを推奨されており、働き手は日にちや曜日を選んで

いるためオフィスに集中して勤務している。

②在宅集中継続型 : 外出を除く勤務時間の過半数を自

宅で勤務している。【B-a】はデスクトップパソコンを

用いており、場所を変えられないこと、【B-b】は在宅

勤務の方がオフィス勤務より作業効率が上がるため自

宅に集中して勤務している。

③多種分散継続型 : オフィス・自宅・街の執務空間を

使い分けながら勤務している。オフィス、自宅の他に

営業先、会社付近のシェアオフィス、飲食店や現場事

務所を使うことによって時間の有効活用を図っている

ため各種分散して勤務している。

2) 選択型：現在はテレワークを行っていないが、移行

期もテレワークを行っていた執務形態。

①オフィス集中選択型：テレワークを実施していた際

に外出を除く勤務時間の過半数をオフィスで勤務して

いる形態。業務量によってテレワークと出社を切り替

えている。週に1、2度のテレワークを推奨されており、

働き手は日にちや曜日を選んでいるためオフィスに集

中して勤務している。

②在宅集中選択型 : テレワークを実施していた際に外

出を除く勤務時間の過半数を自宅で勤務している形

態。業務量、制度によってテレワークと出社を切り替

えている。また、自宅の方が作業効率や生活の自由度

が上がるため自宅に集中して勤務している。

3) 一過型 : 第一次緊急事態宣言中のみテレワークを

行っていた形態。業務量・内容・役職などからテレワー

クを行っていない。

2-4．テレワーク実施形態における評価

業務に対する集中度の評価では【在宅集中継続型】【多

種分散継続型】【在宅集中選択型】は高評価の割合が

高く、8 割から 9 割程度であった。特に【在宅集中継

続型】【在宅集中選択型】では、「向上した」の割合が

高くなっている。一方で【オフィス集中継続型】【オフィ

ス集中選択型】【一過型】では、高評価の割合が低くなっ

ている ( 図 5)。業務の質評価では、【オフィス集中継

続型】【多種分散継続型】【オフィス集中選択型】は高

評価の割合が高い傾向にある。特に【多種分散継続型】

の街の執務空間利用時は約 7.5 割が高評価であった。

一方で、【在宅集中継続型】【在宅集中選択型】【一過型】

では、高評価の割合が低く、2 割程度となっている ( 図
6)。プライベートの充実度の評価では、【一過型】を

除くすべての分類が高評価であるが、特に【在宅集中

継続型】【多種分散継続型】の在宅勤務利用時の割合

が高い傾向であった。一方で【一過型】は高評価の割

合が低くなっている ( 図 7)。つまり、どの執務形態も
プライベートの充実に寄与しており、オフィス勤務を
主に行う形態では業務の質向上、在宅勤務を主に行う

形態では業務に対する集中に繋がっている。また、街
の執務空間勤務は集中、質の向上、プライベートの充
実のいずれも評価が高く、仕事と生活の両立を図るこ
とができるといえる。
３．テレワークによる仕事・生活の変化

3-1．仕事に関する変化 ( 図 8)
1) スケジュール構成：【多種分散継続型】は 1 日、【オ

フィス集中継続型】【在宅集中継続型】は1週間でオフィ

ス出社とテレワークの使い分けがみられた。1 日の中

では時間の有効活用 [1][2][3]、1 週間の中ではプライ

ベートの充実 [4][5][6] がみられた。【オフィス集中選

択型】【在宅集中選択型】は移行期までテレワークを

行っており、現在はオフィス勤務のみといったように

業務量による使い分け [7][8] がみられた。

2) オフィス出社の目的変化：【在宅集中継続型】【多種

分散継続】でオフィス出社する目的の変化が見られた。

普段の業務はテレワークで行い、[9][10] は印刷、[11]
は指導係とコミュニケーションをとるため、[12] はオ

ンラインツールを用いるための準備を理由に出社して

いる。テレワーク実施に伴い、従来の理由とは異なっ

たオフィスの使われ方がみられた。

3-2．生活に関する変化 ( 図 9)
1) 業務中における生活の介入：業務中に調理や食事を

行い、後に業務に戻ること [13][14] や休憩中に家事を

行うなど業務の合間にも生活の介入 [15][16][17] がみ

られた。また、家内だけでなく食料品店やコインラン

ドリーなど屋外の利用も見られた [18][19]。
2) 居住地の変更：緊急事態宣言発令後の居住地の変更

では、2 割が変更しているが、理由として、COVID-19
による影響は見られなかった。一方で【在宅集中継続

型】は変更の意向がみられ、オフィス出社を前提とし

ない住居の選択が今後考えられる [20][21]。
3-3． 執務形態がもたらす変化 ( 表 2)
1) オフィス集中継続型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は質を高める際に用いることが考えられる。

2) 在宅集中継続型 : オフィス出社が減るため、立地に

縛られない居住地の選択が可能であると考えられる。

オフィスは協働の場としての機能が考えられる。

3) 多種分散継続 : 居住地は従前と変わらずオフィスの

周辺に立地すると考えられる。街の執務空間が自宅近

くに立地し、作業環境・設備、交流・集まる場所など

のオフィスの役割を担うことで今後オフィスの役割が

変化する可能性がある。

4) オフィス集中選択型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は回数として少数のため、街の執務空間利用が作業効

率とプライベートの両立を図ることが考えられる。

5) 在宅集中選択型 : 短期的に在宅勤務を行うため、二

拠点居住が可能であると考えられる。オフィスは繁忙

期など、特定の時期に利用されると考えられる。

6) 一過型 : 現在はテレワークを行うことができていな

いが、テレワークを前提とした業務になることで今後

テレワークを行うことできると考えられる。

４．COVID-19 による執務形態・執務空間の拡張

4-1. COVID-19 による意向の変化

1) 執務形態の意向 ( 図 10,11)：テレワークの継続意向

では、6.5 割程度が継続したい、3.5 割程度が継続した

くない意向であった。継続意向の内、理想の執務形態

では「オフィスと自宅を併用して働く」「オフィスと

自宅と自宅以外を併用して働く」の割合が高く 4.5 割

程度であった。また、自宅以外の街の執務空間では、

現場付近、自宅付近で働きたいと考えている。また、

ワーケーションを行いたい意向もみられた。

2) 意向・考え方の変化 ( 表 3): 在宅勤務に対して当初
はテレワークに対して否定的な意見やできないという
意見が多かったが、テレワークを経験したことで考え
方に変化がみられた。緊急事態宣言に伴い在宅勤務を

行ったことで従前の執務形態に縛られない意向が顕在

化されたと考えられる。

4-2 街に対する意識の変化 ( 図 12)
　執務形態の変化は、職住一致による業務地や住宅地

などの曖昧化 [28][29][30] をもたらし、業務地では無

秩序なオフィスの開発が減る。また、それに伴った公

園・緑地・オープンスペースなどの公共空間の創出を

期待している [31][32][33]。一方で、住宅地ではオー

プンスペースが多様な人や専門的な働き手が集まる執

務空間を通してのコミュニティやネットワーク形成に

寄与する [34][35] と評価している。また、こういった

街の構造の再解釈が魅力となり他地域からの流入に繋

がると考えている [36][37]。
4-3． 街の執務空間の広がり

1) 街の執務空間の周辺環境 ( 図 13): 従前は「業務地」、

「商業地」、「山・海」で多かった件数が、緊急事態宣

言解除後は、「商業地」が減り、「観光地・温泉地」、「里

山・田園」が増加している。このことから中心地から

地方に拡散されていることが分かる。

2) 街の執務空間の収容施設 ( 図 14): 従前は「ビル」や

「商業施設」の一角などの件数が多く、これは働き方

改革によって開設される街の執務空間が多いと考えら

れる。緊急事態宣言中になると「ビル」、「商業施設」

の件数は減少し、事業継続のため「ホテル」や「旅館」、

接触の回避のため「庁舎」や「図書館」などの公共施

設の件数が増えている。緊急事態宣言解除後は継続し

て「ホテル」などの件数が多いことに加えて、「旧住

宅 ( 空き家 )」や「その他」の件数が増えている。少

数ではあるが、公園、倉庫や寺などあらゆる場所が街

の執務空間となっている。

3) 街の執務空間の開設目的 ( 図 15): 従前は交流や拠点

として供給されていたが、COVID-19 の影響により、事

業継続やワークライフバランス (WLB) などの目的が付

加され、目的が多角化しており、多様な目的で街の執

務空間が開設されるようになっている。

５． 課題 ( 表 4)
　街の執務空間に対して会社側が用意することを望む意
見が見られた [38][39]。そして、街の執務空間を所有、
契約又は検討している会社も見られた。一方で、利用
できる街の執務空間があるにも関わらず、利用してい
ない事例が見られた。以上より、街の執務空間の立地
を検討しなければ利用されない可能性がある [40][41]。
６．結論 ( 図 16)
　本研究では、COVID-19 による執務形態の変化が働

き手に与えた仕事・生活・街への意識の観点から影響

を明らかにした。働き手はオフィス出社とテレワーク

を併用することで仕事の効率化と生活との調和を図っ

ており、それに伴いプライベートの充実、業務中にも

生活の介入がみられた。こういった変化は新たな意向

を生むと共に街に対する意識の変化をもたらしてい

る。住宅地などの概念が再考される中で他の建築ス

トックが街の執務空間として転換・併設されてきてお

り、こういった場所が利用されることで今後、街の構

造が変化する可能性が明らかとなった。
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~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~
オフィス ● ● ● ● ● ● ● ● ― ● ● ― ● ●
自宅 ― ● ● ● ― ● ● ● ― ● ● ● ― ● ● ● ― ● ● ●

街の執務空間 ― ― ― ― ― ―
●

シェア
オフィス

●
シェア
オフィス

受動的 受動的 一致 受動的 受動的 一致 受動的 受動的 受動的 ― 受動的 一致 ― 受動的 能動的

~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~
オフィス ● ● ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ●
自宅 ● ● ● ● ● ● ― ● ● ― ● ● ― ● ●

街の執務空間
●

サテライト
オフィス

●
サテライト
オフィス

●
飲食店

●
飲食店

●
飲食店 ― ― ―

受動的 受動的 一致 受動的 受動的 一致 受動的 受動的 一致 一致 ― 受動的 受動的 受動的 受動的 受動的 一致 受動的

~3月 4~5月 6~9月 6~9月10月~ ~3月 4~5月 11月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~ ~3月 4~5月 6~9月 10月~
オフィス ● ● ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ●
自宅 ― ● ― ● ― ● ― ●

街の執務空間 ― ― ― ―
受動的 受動的 一致 一致 受動的 受動的 受動的 受動的 ― 受動的 受動的 受動的 受動的 受動的 受動的 受動的

利用場所

利用の仕方

分類
年齢
性別

家族構成
勤務年数
業種
職種

勤務時間
雇用形態

利用場所

利用の仕方
分類
年齢
性別

家族構成
勤務年数
業種
職種

勤務時間
雇用形態

職種
勤務時間
雇用形態

利用場所

利用の仕方

【A-a】
20代
男
単身
1.5

分類
年齢
性別

家族構成
勤務年数
業種 空港運営会社(建築技術総合職)

企画・開発職
午前9時～午後5時40分

正規

【A-b】
20代
男

両親、弟(24)
3

インフラ（鉄道・ガス・電
事務職

午前8時30分～午後5時30分
正規

【B-a】
30代
男

妻、子供(7才、4才、2才)
14

建材メーカー
設計

午前9時～午後5時40分
正規

【B-b】
20代
男
単身

1
広告会社

メディアプランナー
午前9時～午後8時

正規

【C-a】
20代
男

1
不動産
営業職

午前7時から午後4時
正規

意匠設計
午前9時～午後8時

正規

【C-c】
30代
女
単身

5
不動産

企画・開発職

【C-b】
30代
男
妻
11

組織設計事務所

午前9時～午後10時
正規

【D-a】
20代
女
単身
3

不動産
施工管理

午前9時～午後5時30分
正規

【E-a】
20代
男
単身
0.5

組織設計事務所
意匠設計

午前9時～午後5時45分
正規

意匠設計
午前9時～午後5時

正規

【F-a】
20代
女
単身
3

組織設計事務所
意匠設計

【E-b】
30代
女

9
組織設計事務所

午前9時30分から午後6時

【F-b】
20代
男
単身
3

不動産
営業職

午前9時～午後5時40分
正規正規

【F-c】
20代
男
単身

1
組織設計事務所

意匠設計

正規 正規

意匠設計
午前10時～午後11時午前9時半から午後6時

【F-d】
30代
男

5
組織設計事務所

表 1　ヒアリング対象概要



１．はじめに

1-1. 背景・目的

　現在、日本では ICT 技術の発達に伴いオフィス以外

の場所で作業を行うテレワーク、固定の自席を持たず

に自由に席を選ぶことができるフリーアドレスオフィ

スなど、多様な働き方が出現している。また 2019 年 4
月には個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択

するための改革として「働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律」が施行されている。さ

らに COVID-19 に伴う緊急事態宣言の発令により在宅

勤務などのテレワークを行う人が急激に増加した。こ

のような執務形態の変化は仕事の変化だけに止まら

ず、生活や街に対して変化をもたらすと考えられる。

そして従来の生活場所と働く場所の明確な境界ではな

く、執務空間が曖昧に街全体に広がると予測される。

以上より、現在のテレワークによる働き方、執務空間

を分析・考察することで、COVID-19 終息後の働き方

や街の在り方を示すことを目的とする。

1-2. 既往研究と本研究の位置付け

　COVID-19 によるテレワークの研究として、国土交

通省　によるテレワーク実施実態や住宅業界     による

住まいの意識の変化を統計的に調査したものは見られ

る。本研究では、執務形態の変化による仕事・生活の

多様化、それに伴う街の変化を示すことに特徴がある。

1-3． 用語の定義

　2020 年 4 月 7 日には 7 都道府県、同月 17 日には全

都道府県で緊急事態宣言が発令、同年 5 月 14 日 39 都

道府県、同月 21 日には 2 府 1 県、同月 25 日には 5 都

道府県で緊急事態宣言解除された。本研究では 2020
年 3 月以前を「従前」4 月から 5 月を「第一次緊急事

態宣言中」、6 月から 9 月を「移行期」、調査を行った

10 月から 12 月を「現在」とした。また、執務形態と

して、「オフィス勤務」、自宅で働く「在宅勤務」、オフィ

ス・自宅を除く執務を行う場所を街の執務空間、そこ

での勤務を「街の執務空間勤務」とする。

1-4. 調査方法

1) アンケート調査 : テレワークを行うことができる業

種であり、街に対して関心が高いと考えられる大阪市

立大学工学部建築学科建築計画研究室の卒業生 127 人

を対象にアンケート調査を実施した。回収票数は 63
票 (49.6％) であった。主な調査項目は①テレワーク経

験②テレワーク内容③COVID-19 による変化④テレ

ワーク場所⑤テレワーク特徴⑥テレワーク評価⑦将来

の意向⑧基本事項である。2) ヒアリング調査 : 緊急事

態宣言中にテレワークを行っている人の内、現在も継

続しており今後も継続意向のある 7名、現在はテレワー

クを行っていないが後はテレワークを再開したい意向

のある 7 名にヒアリング調査を行った。主なヒアリン

グ内容は①従前、第一次緊急事態宣中、移行期、現在

における 1 週間のスケジュール②働き方の変化③執務

形態の意向の 3 項目である。3) 新聞調査：調査する新

聞は朝日新聞 (2019 年 4 月 1 日～ 2020 年 11 月 31 日 )

を用いた。新聞の閲覧には朝日新聞記事データベース

｢聞蔵Ⅱビジュアル｣を用い、①オフィス②テレワーク

③働き方④働く場⑤コワーキングスペースのキーワー

ドで検索した。該当する 4148 件の内、街の執務空間

についての記載がある 244 件を対象とした。

２．COVID-19 による働き方の多様化

2-1． テレワーク実施実態 ( 図 2,3)
　テレワーク経験者は 8 割程度であった。一方でテレ

ワークを一度も行ったことのない回答者は約 2 割で

あった。テレワーク経験者の内、そのテレワークを行

う場所は、「自宅のみ」が 7 割程度であり、過半数が

在宅勤務のみを行っている。また、「自宅および自宅

以外」は約 3 割であり、自宅とは別でテレワークを行

う場所を持っている。従前と緊急事態宣言発令後の働

く場所の変化では、「従前」は、「オフィス」勤務が 10
割であり、全員がオフィスへ出社していた。少量では

あるが併せて「飲食店」「自宅」などのテレワークも行っ

ていることが分かる。一方で「緊急事態宣言発令後」は、

「オフィス」の割合が約 6 割まで減少し、それに伴っ

て「自宅」が約 8 割まで増加している。少量ではある

が、街の執務空間の利用も増加している。

2-2. テレワーク実施形態による分類

　調査対象に対して①テレワークの実施時期②利用場

所の観点から「オフィス集中継続型 (6 事例 )」「在宅

集中継続型 (11 事例 )」「多種分散継続型 (9 事例 )」「オ

フィス集中選択型 (5 事例 )」「在宅集中選択型 (5 事例 )」
「一過型 (14 事例 )」の 6 つに分類した ( 図 4)。

2-3．分類特徴・形成要因

1)継続型 :現在もテレワークを継続している執務形態。

①オフィス集中継続型：外出を除く勤務時間の過半数

をオフィスで勤務している。週に 1、2 度のテレワー

クを推奨されており、働き手は日にちや曜日を選んで

いるためオフィスに集中して勤務している。

②在宅集中継続型 : 外出を除く勤務時間の過半数を自

宅で勤務している。【B-a】はデスクトップパソコンを

用いており、場所を変えられないこと、【B-b】は在宅

勤務の方がオフィス勤務より作業効率が上がるため自

宅に集中して勤務している。

③多種分散継続型 : オフィス・自宅・街の執務空間を

使い分けながら勤務している。オフィス、自宅の他に

営業先、会社付近のシェアオフィス、飲食店や現場事

務所を使うことによって時間の有効活用を図っている

ため各種分散して勤務している。

2) 選択型：現在はテレワークを行っていないが、移行

期もテレワークを行っていた執務形態。

①オフィス集中選択型：テレワークを実施していた際

に外出を除く勤務時間の過半数をオフィスで勤務して

いる形態。業務量によってテレワークと出社を切り替

えている。週に1、2度のテレワークを推奨されており、

働き手は日にちや曜日を選んでいるためオフィスに集

中して勤務している。

②在宅集中選択型 : テレワークを実施していた際に外

出を除く勤務時間の過半数を自宅で勤務している形

態。業務量、制度によってテレワークと出社を切り替

えている。また、自宅の方が作業効率や生活の自由度

が上がるため自宅に集中して勤務している。

3) 一過型 : 第一次緊急事態宣言中のみテレワークを

行っていた形態。業務量・内容・役職などからテレワー

クを行っていない。

2-4．テレワーク実施形態における評価

業務に対する集中度の評価では【在宅集中継続型】【多

種分散継続型】【在宅集中選択型】は高評価の割合が

高く、8 割から 9 割程度であった。特に【在宅集中継

続型】【在宅集中選択型】では、「向上した」の割合が

高くなっている。一方で【オフィス集中継続型】【オフィ

ス集中選択型】【一過型】では、高評価の割合が低くなっ

ている ( 図 5)。業務の質評価では、【オフィス集中継

続型】【多種分散継続型】【オフィス集中選択型】は高

評価の割合が高い傾向にある。特に【多種分散継続型】

の街の執務空間利用時は約 7.5 割が高評価であった。

一方で、【在宅集中継続型】【在宅集中選択型】【一過型】

では、高評価の割合が低く、2 割程度となっている ( 図
6)。プライベートの充実度の評価では、【一過型】を

除くすべての分類が高評価であるが、特に【在宅集中

継続型】【多種分散継続型】の在宅勤務利用時の割合

が高い傾向であった。一方で【一過型】は高評価の割

合が低くなっている ( 図 7)。つまり、どの執務形態も
プライベートの充実に寄与しており、オフィス勤務を
主に行う形態では業務の質向上、在宅勤務を主に行う

形態では業務に対する集中に繋がっている。また、街
の執務空間勤務は集中、質の向上、プライベートの充
実のいずれも評価が高く、仕事と生活の両立を図るこ
とができるといえる。
３．テレワークによる仕事・生活の変化

3-1．仕事に関する変化 ( 図 8)
1) スケジュール構成：【多種分散継続型】は 1 日、【オ

フィス集中継続型】【在宅集中継続型】は1週間でオフィ

ス出社とテレワークの使い分けがみられた。1 日の中

では時間の有効活用 [1][2][3]、1 週間の中ではプライ

ベートの充実 [4][5][6] がみられた。【オフィス集中選

択型】【在宅集中選択型】は移行期までテレワークを

行っており、現在はオフィス勤務のみといったように

業務量による使い分け [7][8] がみられた。

2) オフィス出社の目的変化：【在宅集中継続型】【多種

分散継続】でオフィス出社する目的の変化が見られた。

普段の業務はテレワークで行い、[9][10] は印刷、[11]
は指導係とコミュニケーションをとるため、[12] はオ

ンラインツールを用いるための準備を理由に出社して

いる。テレワーク実施に伴い、従来の理由とは異なっ

たオフィスの使われ方がみられた。

3-2．生活に関する変化 ( 図 9)
1) 業務中における生活の介入：業務中に調理や食事を

行い、後に業務に戻ること [13][14] や休憩中に家事を

行うなど業務の合間にも生活の介入 [15][16][17] がみ

られた。また、家内だけでなく食料品店やコインラン

ドリーなど屋外の利用も見られた [18][19]。
2) 居住地の変更：緊急事態宣言発令後の居住地の変更

では、2 割が変更しているが、理由として、COVID-19
による影響は見られなかった。一方で【在宅集中継続

型】は変更の意向がみられ、オフィス出社を前提とし

ない住居の選択が今後考えられる [20][21]。
3-3． 執務形態がもたらす変化 ( 表 2)
1) オフィス集中継続型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は質を高める際に用いることが考えられる。

2) 在宅集中継続型 : オフィス出社が減るため、立地に

縛られない居住地の選択が可能であると考えられる。

オフィスは協働の場としての機能が考えられる。

3) 多種分散継続 : 居住地は従前と変わらずオフィスの

周辺に立地すると考えられる。街の執務空間が自宅近

くに立地し、作業環境・設備、交流・集まる場所など

のオフィスの役割を担うことで今後オフィスの役割が

変化する可能性がある。

4) オフィス集中選択型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は回数として少数のため、街の執務空間利用が作業効

率とプライベートの両立を図ることが考えられる。

5) 在宅集中選択型 : 短期的に在宅勤務を行うため、二

拠点居住が可能であると考えられる。オフィスは繁忙

期など、特定の時期に利用されると考えられる。

6) 一過型 : 現在はテレワークを行うことができていな

いが、テレワークを前提とした業務になることで今後

テレワークを行うことできると考えられる。

４．COVID-19 による執務形態・執務空間の拡張

4-1. COVID-19 による意向の変化

1) 執務形態の意向 ( 図 10,11)：テレワークの継続意向

では、6.5 割程度が継続したい、3.5 割程度が継続した

くない意向であった。継続意向の内、理想の執務形態

では「オフィスと自宅を併用して働く」「オフィスと

自宅と自宅以外を併用して働く」の割合が高く 4.5 割

程度であった。また、自宅以外の街の執務空間では、

現場付近、自宅付近で働きたいと考えている。また、

ワーケーションを行いたい意向もみられた。

2) 意向・考え方の変化 ( 表 3): 在宅勤務に対して当初
はテレワークに対して否定的な意見やできないという
意見が多かったが、テレワークを経験したことで考え
方に変化がみられた。緊急事態宣言に伴い在宅勤務を

行ったことで従前の執務形態に縛られない意向が顕在

化されたと考えられる。

4-2 街に対する意識の変化 ( 図 12)
　執務形態の変化は、職住一致による業務地や住宅地

などの曖昧化 [28][29][30] をもたらし、業務地では無

秩序なオフィスの開発が減る。また、それに伴った公

園・緑地・オープンスペースなどの公共空間の創出を

期待している [31][32][33]。一方で、住宅地ではオー

プンスペースが多様な人や専門的な働き手が集まる執

務空間を通してのコミュニティやネットワーク形成に

寄与する [34][35] と評価している。また、こういった

街の構造の再解釈が魅力となり他地域からの流入に繋

がると考えている [36][37]。
4-3． 街の執務空間の広がり

1) 街の執務空間の周辺環境 ( 図 13): 従前は「業務地」、

「商業地」、「山・海」で多かった件数が、緊急事態宣

言解除後は、「商業地」が減り、「観光地・温泉地」、「里

山・田園」が増加している。このことから中心地から

地方に拡散されていることが分かる。

2) 街の執務空間の収容施設 ( 図 14): 従前は「ビル」や

「商業施設」の一角などの件数が多く、これは働き方

改革によって開設される街の執務空間が多いと考えら

れる。緊急事態宣言中になると「ビル」、「商業施設」

の件数は減少し、事業継続のため「ホテル」や「旅館」、

接触の回避のため「庁舎」や「図書館」などの公共施

設の件数が増えている。緊急事態宣言解除後は継続し

て「ホテル」などの件数が多いことに加えて、「旧住

宅 ( 空き家 )」や「その他」の件数が増えている。少

数ではあるが、公園、倉庫や寺などあらゆる場所が街

の執務空間となっている。

3) 街の執務空間の開設目的 ( 図 15): 従前は交流や拠点

として供給されていたが、COVID-19 の影響により、事

業継続やワークライフバランス (WLB) などの目的が付

加され、目的が多角化しており、多様な目的で街の執

務空間が開設されるようになっている。

５． 課題 ( 表 4)
　街の執務空間に対して会社側が用意することを望む意
見が見られた [38][39]。そして、街の執務空間を所有、
契約又は検討している会社も見られた。一方で、利用
できる街の執務空間があるにも関わらず、利用してい
ない事例が見られた。以上より、街の執務空間の立地
を検討しなければ利用されない可能性がある [40][41]。
６．結論 ( 図 16)
　本研究では、COVID-19 による執務形態の変化が働

き手に与えた仕事・生活・街への意識の観点から影響

を明らかにした。働き手はオフィス出社とテレワーク

を併用することで仕事の効率化と生活との調和を図っ

ており、それに伴いプライベートの充実、業務中にも

生活の介入がみられた。こういった変化は新たな意向

を生むと共に街に対する意識の変化をもたらしてい

る。住宅地などの概念が再考される中で他の建築ス

トックが街の執務空間として転換・併設されてきてお

り、こういった場所が利用されることで今後、街の構

造が変化する可能性が明らかとなった。

仕事に関する変化

[9] 打ち合わせがあるから会社に行ってます。打ち合わせの資料を印刷していかないといけない
のでそれがなければ会社に行く理由はほぼほぼないです。最近はペーパーレスの打ち合わせとか
あったんですけどそれが広まると会社に行く理由はなくなるかもしれないですね【B-a】
[10] 検査機関に行くためにオフィスで印刷している。(中略 )それは今週そういう予定が入って
いたのでたまたまオフィスに行かなきゃって感じ【C-b】

[11] 個人としては、週一回、トレーナーの人 OJT、教育指導係みたいな人と週一回は直接会っ
て話しましょうって感じで週に一回、金曜日って決まってるんじゃなくて週に一回出社してる
(中略 )会議するときにリモートで作業するときに会社だと他の音とかハウリングするからミー
ティングのたびに会議室をとらないといけないからめんどくさい、移動するのも予約するのも
その点で家の方がいい動かなくていいから (中略 )会議室を利用する人が増えたせいで会議室
が足りなくなり、リモートブースっていう仕切りの小部屋みたいなのが会社内にいっぱい増え
た、ただ予約できないからめんどくさくて使ってない、使ってる人はいっぱいいるらしい【B-b】
[12] 基本 zoom でやるとはいえ下っ端なんで準備とか、あと年配の方が結構使えないってことが
あって基本拵えたりしないといけないってことで出社しないといけない、それ以外は在宅にし
ていいよっていう、何もない日は在宅にしよっていう【C-c】
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1 週間単位でのスケジュール構成

1 日単位でのスケジュール構成

オフィス出社の目的変化

[4]（在宅勤務の日は）自分で決めて、月曜日にしたり金曜日にしたりしてる。（中略）自分の
業務が落ち着いたら後は家でできるかなって時に在宅勤務してる【A-a】
[5] 自分で業務スケジュール見ながら週一で取ってくださいって言われるので特に何曜日取りな
さいっていう指定はないです。(中略 )金曜日やったらその後休日で気が楽やし、月曜日でも土
日出てても始まるぎりぎりに起きても大丈夫なので、やってもいいって言われている間は制度
に甘えながら、ワークライフバランスってやつですね【A-b】
[6] 金曜日って決まってるんじゃなくて週に一回出社してる。(中略 )選んでる基準としてはそ
の日予定が少ない日、特に会議とか【B-a】

[1] 水曜外出して、そういう日はオフィスに戻らず自宅で働きます。会社戻るのがめんどくさい
からなんやけど【C-a】
[2] 行く方面が一緒っていうのがあって (中略 )いろいろ社外でやってる打ち合わせをまとめて
る、社外に出る要件を増やさないように【C-b】
[3]（現場が）家が割と近かったので、あえてではないんですけど在宅でもいいかなってしました。
(中略 )（出張の）午前中はそういう打ち合わせとかで 1時くらいにスタバ入って 2時間くらい、
その後はぶらぶらして帰るみたいな感じですかね【C-c】

[7] あんまり仕事もばたばたしてなかったので家でのんびりやってました。（中略）戻るなら週
2週 1でやれたらとはおもってて、12 月で部署が変わっちゃって仕事の感じもわからなくて、
今後はやってはいきたい【D-a】
[8]（在宅勤務を止めたのは）仕事が忙しいし、まあみんな来出したからって感じですかね。（中
略）（今後は併用出来たら）それができたら理想ですね【E-b】
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図 8　仕事に関する変化

生活に関する変化
業務中における生活の介入

〈居住地の意向〉
[20]( 今の家は )家賃が高い、会社に行くことを前提に借りたから、なので来年か再来年に
は引っ越します。（中略）家賃と一応会社に通勤するのにらくなとこ、（中略）（会社に）一
時間半くらいで行けるくらい【B-b】
[21] 通勤時間を短くしたい目的で会社近くの大阪市内へ住んでいましたが、今回のコロナ
禍で自宅勤務を経験し、常態化すればより住みやすい街へ引っ越すことも可能であると考え
るようになりました【在宅集中継続型】
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図 9　居住地の変更

変更した
(10)

変更していない
(39)

〈食生活の変化〉
[13] 正確には (業務中にご飯を食べる )やり方が会社に認められてるわけじゃないんですけど
みんなやってると思います【B-a】
[14] 在宅してる時は三食じゅんびができるんですよ、ご飯のあと洗濯ものとか好きな時間に回
せるので、家事はすごくしやすくて健康には良かったです【E-b】
〈業務中における生活の介入〉
[15] あいまっていうか動画見ながらとか音楽聞きながらとか会社ではできなさそうな作業の仕
方をしている状態です【A-b】
[16] 課長さんからもさぼることを推奨されてる、昼寝とかした方がいいよって、（中略）意図
としては別に会社の勤務形態に縛られなくてもいいよって最高のパフォーマンスを出せる働き
方であれば昼から始めようが、夕方に終わろうが問題ではない。だからうちの課は 30 人中 9
時に始めてるのは 3人しかいない【B-b】
[17] 合間はコーヒーのむくらいでお昼はスーパー行ったりして 10 分くらいでいって料理して
とかあったかも、午前中は洗濯もの回して隙間ができたら干したりはしてたかな【D-a】
[18] 家におるから土曜日にしか掃除とかできんけど、実際在宅のころは勤務時間中でも気に
なったら掃除とか掃除機とかやってたし、料理、5時くらいに少し準備して終業後にすぐ料理
できるような感じの準備とかしてたね、散歩とかもそうやけど意識はしてたね。(週5日でオフィ
ス出社して )から一回も自炊してないからね、あの頃が嘘みたいに【E-a】
[19] 洗濯とかはしにコインランドリーに行ってたんですけどそれはいわゆる勤務時間中にも
いってましたし (中略 )勤務時間中でも毎日運動するようにしてて、それを勤務時間中にする
ことも多々ありましたね【F-b】

〈変更理由〉
・本社配属の為、東京へ居住
地変更
・就職を機に東京に居住
・実家から会社の寮へ
・結婚に伴い同居をしたため
引っ越した。
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１．はじめに

1-1. 背景・目的

　現在、日本では ICT 技術の発達に伴いオフィス以外

の場所で作業を行うテレワーク、固定の自席を持たず

に自由に席を選ぶことができるフリーアドレスオフィ

スなど、多様な働き方が出現している。また 2019 年 4
月には個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択

するための改革として「働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律」が施行されている。さ

らに COVID-19 に伴う緊急事態宣言の発令により在宅

勤務などのテレワークを行う人が急激に増加した。こ

のような執務形態の変化は仕事の変化だけに止まら

ず、生活や街に対して変化をもたらすと考えられる。

そして従来の生活場所と働く場所の明確な境界ではな

く、執務空間が曖昧に街全体に広がると予測される。

以上より、現在のテレワークによる働き方、執務空間

を分析・考察することで、COVID-19 終息後の働き方

や街の在り方を示すことを目的とする。

1-2. 既往研究と本研究の位置付け

　COVID-19 によるテレワークの研究として、国土交

通省　によるテレワーク実施実態や住宅業界     による

住まいの意識の変化を統計的に調査したものは見られ

る。本研究では、執務形態の変化による仕事・生活の

多様化、それに伴う街の変化を示すことに特徴がある。

1-3． 用語の定義

　2020 年 4 月 7 日には 7 都道府県、同月 17 日には全

都道府県で緊急事態宣言が発令、同年 5 月 14 日 39 都

道府県、同月 21 日には 2 府 1 県、同月 25 日には 5 都

道府県で緊急事態宣言解除された。本研究では 2020
年 3 月以前を「従前」4 月から 5 月を「第一次緊急事

態宣言中」、6 月から 9 月を「移行期」、調査を行った

10 月から 12 月を「現在」とした。また、執務形態と

して、「オフィス勤務」、自宅で働く「在宅勤務」、オフィ

ス・自宅を除く執務を行う場所を街の執務空間、そこ

での勤務を「街の執務空間勤務」とする。

1-4. 調査方法

1) アンケート調査 : テレワークを行うことができる業

種であり、街に対して関心が高いと考えられる大阪市

立大学工学部建築学科建築計画研究室の卒業生 127 人

を対象にアンケート調査を実施した。回収票数は 63
票 (49.6％) であった。主な調査項目は①テレワーク経

験②テレワーク内容③COVID-19 による変化④テレ

ワーク場所⑤テレワーク特徴⑥テレワーク評価⑦将来

の意向⑧基本事項である。2) ヒアリング調査 : 緊急事

態宣言中にテレワークを行っている人の内、現在も継

続しており今後も継続意向のある 7名、現在はテレワー

クを行っていないが後はテレワークを再開したい意向

のある 7 名にヒアリング調査を行った。主なヒアリン

グ内容は①従前、第一次緊急事態宣中、移行期、現在

における 1 週間のスケジュール②働き方の変化③執務

形態の意向の 3 項目である。3) 新聞調査：調査する新

聞は朝日新聞 (2019 年 4 月 1 日～ 2020 年 11 月 31 日 )

を用いた。新聞の閲覧には朝日新聞記事データベース

｢聞蔵Ⅱビジュアル｣を用い、①オフィス②テレワーク

③働き方④働く場⑤コワーキングスペースのキーワー

ドで検索した。該当する 4148 件の内、街の執務空間

についての記載がある 244 件を対象とした。

２．COVID-19 による働き方の多様化

2-1． テレワーク実施実態 ( 図 2,3)
　テレワーク経験者は 8 割程度であった。一方でテレ

ワークを一度も行ったことのない回答者は約 2 割で

あった。テレワーク経験者の内、そのテレワークを行

う場所は、「自宅のみ」が 7 割程度であり、過半数が

在宅勤務のみを行っている。また、「自宅および自宅

以外」は約 3 割であり、自宅とは別でテレワークを行

う場所を持っている。従前と緊急事態宣言発令後の働

く場所の変化では、「従前」は、「オフィス」勤務が 10
割であり、全員がオフィスへ出社していた。少量では

あるが併せて「飲食店」「自宅」などのテレワークも行っ

ていることが分かる。一方で「緊急事態宣言発令後」は、

「オフィス」の割合が約 6 割まで減少し、それに伴っ

て「自宅」が約 8 割まで増加している。少量ではある

が、街の執務空間の利用も増加している。

2-2. テレワーク実施形態による分類

　調査対象に対して①テレワークの実施時期②利用場

所の観点から「オフィス集中継続型 (6 事例 )」「在宅

集中継続型 (11 事例 )」「多種分散継続型 (9 事例 )」「オ

フィス集中選択型 (5 事例 )」「在宅集中選択型 (5 事例 )」
「一過型 (14 事例 )」の 6 つに分類した ( 図 4)。

2-3．分類特徴・形成要因

1)継続型 :現在もテレワークを継続している執務形態。

①オフィス集中継続型：外出を除く勤務時間の過半数

をオフィスで勤務している。週に 1、2 度のテレワー

クを推奨されており、働き手は日にちや曜日を選んで

いるためオフィスに集中して勤務している。

②在宅集中継続型 : 外出を除く勤務時間の過半数を自

宅で勤務している。【B-a】はデスクトップパソコンを

用いており、場所を変えられないこと、【B-b】は在宅

勤務の方がオフィス勤務より作業効率が上がるため自

宅に集中して勤務している。

③多種分散継続型 : オフィス・自宅・街の執務空間を

使い分けながら勤務している。オフィス、自宅の他に

営業先、会社付近のシェアオフィス、飲食店や現場事

務所を使うことによって時間の有効活用を図っている

ため各種分散して勤務している。

2) 選択型：現在はテレワークを行っていないが、移行

期もテレワークを行っていた執務形態。

①オフィス集中選択型：テレワークを実施していた際

に外出を除く勤務時間の過半数をオフィスで勤務して

いる形態。業務量によってテレワークと出社を切り替

えている。週に1、2度のテレワークを推奨されており、

働き手は日にちや曜日を選んでいるためオフィスに集

中して勤務している。

②在宅集中選択型 : テレワークを実施していた際に外

出を除く勤務時間の過半数を自宅で勤務している形

態。業務量、制度によってテレワークと出社を切り替

えている。また、自宅の方が作業効率や生活の自由度

が上がるため自宅に集中して勤務している。

3) 一過型 : 第一次緊急事態宣言中のみテレワークを

行っていた形態。業務量・内容・役職などからテレワー

クを行っていない。

2-4．テレワーク実施形態における評価

業務に対する集中度の評価では【在宅集中継続型】【多

種分散継続型】【在宅集中選択型】は高評価の割合が

高く、8 割から 9 割程度であった。特に【在宅集中継

続型】【在宅集中選択型】では、「向上した」の割合が

高くなっている。一方で【オフィス集中継続型】【オフィ

ス集中選択型】【一過型】では、高評価の割合が低くなっ

ている ( 図 5)。業務の質評価では、【オフィス集中継

続型】【多種分散継続型】【オフィス集中選択型】は高

評価の割合が高い傾向にある。特に【多種分散継続型】

の街の執務空間利用時は約 7.5 割が高評価であった。

一方で、【在宅集中継続型】【在宅集中選択型】【一過型】

では、高評価の割合が低く、2 割程度となっている ( 図
6)。プライベートの充実度の評価では、【一過型】を

除くすべての分類が高評価であるが、特に【在宅集中

継続型】【多種分散継続型】の在宅勤務利用時の割合

が高い傾向であった。一方で【一過型】は高評価の割

合が低くなっている ( 図 7)。つまり、どの執務形態も
プライベートの充実に寄与しており、オフィス勤務を
主に行う形態では業務の質向上、在宅勤務を主に行う

形態では業務に対する集中に繋がっている。また、街
の執務空間勤務は集中、質の向上、プライベートの充
実のいずれも評価が高く、仕事と生活の両立を図るこ
とができるといえる。
３．テレワークによる仕事・生活の変化

3-1．仕事に関する変化 ( 図 8)
1) スケジュール構成：【多種分散継続型】は 1 日、【オ

フィス集中継続型】【在宅集中継続型】は1週間でオフィ

ス出社とテレワークの使い分けがみられた。1 日の中

では時間の有効活用 [1][2][3]、1 週間の中ではプライ

ベートの充実 [4][5][6] がみられた。【オフィス集中選

択型】【在宅集中選択型】は移行期までテレワークを

行っており、現在はオフィス勤務のみといったように

業務量による使い分け [7][8] がみられた。

2) オフィス出社の目的変化：【在宅集中継続型】【多種

分散継続】でオフィス出社する目的の変化が見られた。

普段の業務はテレワークで行い、[9][10] は印刷、[11]
は指導係とコミュニケーションをとるため、[12] はオ

ンラインツールを用いるための準備を理由に出社して

いる。テレワーク実施に伴い、従来の理由とは異なっ

たオフィスの使われ方がみられた。

3-2．生活に関する変化 ( 図 9)
1) 業務中における生活の介入：業務中に調理や食事を

行い、後に業務に戻ること [13][14] や休憩中に家事を

行うなど業務の合間にも生活の介入 [15][16][17] がみ

られた。また、家内だけでなく食料品店やコインラン

ドリーなど屋外の利用も見られた [18][19]。
2) 居住地の変更：緊急事態宣言発令後の居住地の変更

では、2 割が変更しているが、理由として、COVID-19
による影響は見られなかった。一方で【在宅集中継続

型】は変更の意向がみられ、オフィス出社を前提とし

ない住居の選択が今後考えられる [20][21]。
3-3． 執務形態がもたらす変化 ( 表 2)
1) オフィス集中継続型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は質を高める際に用いることが考えられる。

2) 在宅集中継続型 : オフィス出社が減るため、立地に

縛られない居住地の選択が可能であると考えられる。

オフィスは協働の場としての機能が考えられる。

3) 多種分散継続 : 居住地は従前と変わらずオフィスの

周辺に立地すると考えられる。街の執務空間が自宅近

くに立地し、作業環境・設備、交流・集まる場所など

のオフィスの役割を担うことで今後オフィスの役割が

変化する可能性がある。

4) オフィス集中選択型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は回数として少数のため、街の執務空間利用が作業効

率とプライベートの両立を図ることが考えられる。

5) 在宅集中選択型 : 短期的に在宅勤務を行うため、二

拠点居住が可能であると考えられる。オフィスは繁忙

期など、特定の時期に利用されると考えられる。

6) 一過型 : 現在はテレワークを行うことができていな

いが、テレワークを前提とした業務になることで今後

テレワークを行うことできると考えられる。

４．COVID-19 による執務形態・執務空間の拡張

4-1. COVID-19 による意向の変化

1) 執務形態の意向 ( 図 10,11)：テレワークの継続意向

では、6.5 割程度が継続したい、3.5 割程度が継続した

くない意向であった。継続意向の内、理想の執務形態

では「オフィスと自宅を併用して働く」「オフィスと

自宅と自宅以外を併用して働く」の割合が高く 4.5 割

程度であった。また、自宅以外の街の執務空間では、

現場付近、自宅付近で働きたいと考えている。また、

ワーケーションを行いたい意向もみられた。

2) 意向・考え方の変化 ( 表 3): 在宅勤務に対して当初
はテレワークに対して否定的な意見やできないという
意見が多かったが、テレワークを経験したことで考え
方に変化がみられた。緊急事態宣言に伴い在宅勤務を

行ったことで従前の執務形態に縛られない意向が顕在

化されたと考えられる。

4-2 街に対する意識の変化 ( 図 12)
　執務形態の変化は、職住一致による業務地や住宅地

などの曖昧化 [28][29][30] をもたらし、業務地では無

秩序なオフィスの開発が減る。また、それに伴った公

園・緑地・オープンスペースなどの公共空間の創出を

期待している [31][32][33]。一方で、住宅地ではオー

プンスペースが多様な人や専門的な働き手が集まる執

務空間を通してのコミュニティやネットワーク形成に

寄与する [34][35] と評価している。また、こういった

街の構造の再解釈が魅力となり他地域からの流入に繋

がると考えている [36][37]。
4-3． 街の執務空間の広がり

1) 街の執務空間の周辺環境 ( 図 13): 従前は「業務地」、

「商業地」、「山・海」で多かった件数が、緊急事態宣

言解除後は、「商業地」が減り、「観光地・温泉地」、「里

山・田園」が増加している。このことから中心地から

地方に拡散されていることが分かる。

2) 街の執務空間の収容施設 ( 図 14): 従前は「ビル」や

「商業施設」の一角などの件数が多く、これは働き方

改革によって開設される街の執務空間が多いと考えら

れる。緊急事態宣言中になると「ビル」、「商業施設」

の件数は減少し、事業継続のため「ホテル」や「旅館」、

接触の回避のため「庁舎」や「図書館」などの公共施

設の件数が増えている。緊急事態宣言解除後は継続し

て「ホテル」などの件数が多いことに加えて、「旧住

宅 ( 空き家 )」や「その他」の件数が増えている。少

数ではあるが、公園、倉庫や寺などあらゆる場所が街

の執務空間となっている。

3) 街の執務空間の開設目的 ( 図 15): 従前は交流や拠点

として供給されていたが、COVID-19 の影響により、事

業継続やワークライフバランス (WLB) などの目的が付

加され、目的が多角化しており、多様な目的で街の執

務空間が開設されるようになっている。

５． 課題 ( 表 4)
　街の執務空間に対して会社側が用意することを望む意
見が見られた [38][39]。そして、街の執務空間を所有、
契約又は検討している会社も見られた。一方で、利用
できる街の執務空間があるにも関わらず、利用してい
ない事例が見られた。以上より、街の執務空間の立地
を検討しなければ利用されない可能性がある [40][41]。
６．結論 ( 図 16)
　本研究では、COVID-19 による執務形態の変化が働

き手に与えた仕事・生活・街への意識の観点から影響

を明らかにした。働き手はオフィス出社とテレワーク

を併用することで仕事の効率化と生活との調和を図っ

ており、それに伴いプライベートの充実、業務中にも

生活の介入がみられた。こういった変化は新たな意向

を生むと共に街に対する意識の変化をもたらしてい

る。住宅地などの概念が再考される中で他の建築ス

トックが街の執務空間として転換・併設されてきてお

り、こういった場所が利用されることで今後、街の構

造が変化する可能性が明らかとなった。
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図 10　「今後テレワークを行いたいか」と「その執務形態」

表 2　分類における効果

表 3　テレワークに対する意識の変化ヒアリング内容

ワーケーション

自宅サテライトオフィス
オフィス

シェアオフィス etc

現場付近

自然の豊かな場所
自宅付近

オフィスと自宅の併用
オフィスと自宅と自宅以外を併用

オフィスと自宅と自宅以外を併用

自宅と自宅以外の併用

境界の曖昧・近接化

オープンスペース

無秩序な開発の解消

オフィスビル

公園
緑地

再解釈
流入

魅力の発信

住宅地 他地域業務地

住宅

働く場

ライフスタイルの変化

多様・専門な
人が集まる公共空間の

増加
多様な役割

コミュニティの創出
ネットワークの構築

図 11　理想の執務形態

〈COVID-19 によるテレワークに対する意識の変化〉
[22] 最初は私も否定的だったんですけどやっていくうちにこっちもありかなって思えてき
たっていうので逆にコロナがあったから良さに気づけた感じですね【C-c】
[23] お家に限らずいろんなとこでもともと自分の会社で在宅するとかシェアオフィスで仕
事するみたいなのはできないと思ってたから家でやってみて在宅でもできるってわかった
から続けていきたいなとかこれからもやりたいなと思います【D-a】
[24] 確かに在宅みたいな概念がなかったからこんなことがなかったら例え会社の方が集中
できんかって作業環境悪くても仕事は会社でやるっていう固定概念もあるだろうし。(中略)
家でできるんじゃないかって思いながらもそれが実現できるかってなったら無理だろうか
ら、そこであきらめてたよね【E-a】
[25] 最初はみんな半信半疑で始めてたと思うんですけど、意外と環境整えてもらえてでき
たで続けていきたいですね【E-b】
[26] 制度としてあっても自分から使おう見たいなのはならなかったと思う【F-a】
[27] 考えなかったと思います。すごい一日の中で仕事もしながら運動もできる、自分の趣
味ができるっていうのがすごいいいなって思ったので、まあコロナをきっかけに気づいたっ
ていうような感じ【F-b】 図 12　街に対する意識の変化

<職住近接の街づくり >
[28] 都市一局集中ではなく適度に分散し、職住が近接したコンパクトなまちづくり
[29] 職住分離などが無くなり職住一致が普及し、近距離ですべての生活が完結するような
都市構造が普及していくと思う
[30] 食住一致の良さに気付き、人々のライフスタイルが大きく変わる可能性がある。(中略 )
自然や地方都市ならではの魅力に触れながら仕事をしたいとった地域外からの人の流入で、
街の賑わいや活性化に繋がる可能性がある
< 無秩序なオフィスの開発の中止 >
[31] オフィス街や住宅地といった概念が薄まること。昼間に人がいなくなる、夜に人がい
なくなるといったことがなくなることが望ましいと考える
[32] むやみなオフィスビルの開発が止まって、公園、緑地などの屋外を伴い公共に資する
空間が街に増えることを願います
< オープンスペースの増加 >
[33] 容積率のの平準化により、オープンスペースの増加を期待する
< ネットワーク形成 >
[34] 一人一人の多様な働き方を許容できる空間が散らばっている街。そこでは、集中でき
るスペースも有れば、議論を交わすスペースもあり、多様なコミュニティが生まれると素敵
だと思います
[35] 多様な人が集まる場所と、ある専門分野に特化した人の集まる場所の両方が生まれて
きているし、そこに集まる人もいくつもの専門を持った人達が集まり、より複雑なネットワー
クが構築されていく。その人たちのポテンシャルを活かせるような空間づくり、組織づくり
が世の中（街）を変えていく
〈街の魅力〉
[36] その街らしさがどんどん出てきて欲しいです。仕事と生活がシームレスになり、その
街にいる意味や生きがいなどが今まで以上に顕在化してくると考えます。資本に支配され「再
開発」ではなく、文化人類学的な視点から街を「再解釈」していく街づくりが今後増えてい
くことを願います
[37] 住む場所の選択肢が広がる、自宅へのこだわりが高まるといった人へ向けて、街や建
築が幅広いニーズに合わせて受け入れられる・魅力を発信できるよう変わると良いなと感じ
ます。



１．はじめに

1-1. 背景・目的

　現在、日本では ICT 技術の発達に伴いオフィス以外

の場所で作業を行うテレワーク、固定の自席を持たず

に自由に席を選ぶことができるフリーアドレスオフィ

スなど、多様な働き方が出現している。また 2019 年 4
月には個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択

するための改革として「働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律」が施行されている。さ

らに COVID-19 に伴う緊急事態宣言の発令により在宅

勤務などのテレワークを行う人が急激に増加した。こ

のような執務形態の変化は仕事の変化だけに止まら

ず、生活や街に対して変化をもたらすと考えられる。

そして従来の生活場所と働く場所の明確な境界ではな

く、執務空間が曖昧に街全体に広がると予測される。

以上より、現在のテレワークによる働き方、執務空間

を分析・考察することで、COVID-19 終息後の働き方

や街の在り方を示すことを目的とする。

1-2. 既往研究と本研究の位置付け

　COVID-19 によるテレワークの研究として、国土交

通省　によるテレワーク実施実態や住宅業界     による

住まいの意識の変化を統計的に調査したものは見られ

る。本研究では、執務形態の変化による仕事・生活の

多様化、それに伴う街の変化を示すことに特徴がある。

1-3． 用語の定義

　2020 年 4 月 7 日には 7 都道府県、同月 17 日には全

都道府県で緊急事態宣言が発令、同年 5 月 14 日 39 都

道府県、同月 21 日には 2 府 1 県、同月 25 日には 5 都

道府県で緊急事態宣言解除された。本研究では 2020
年 3 月以前を「従前」4 月から 5 月を「第一次緊急事

態宣言中」、6 月から 9 月を「移行期」、調査を行った

10 月から 12 月を「現在」とした。また、執務形態と

して、「オフィス勤務」、自宅で働く「在宅勤務」、オフィ

ス・自宅を除く執務を行う場所を街の執務空間、そこ

での勤務を「街の執務空間勤務」とする。

1-4. 調査方法

1) アンケート調査 : テレワークを行うことができる業

種であり、街に対して関心が高いと考えられる大阪市

立大学工学部建築学科建築計画研究室の卒業生 127 人

を対象にアンケート調査を実施した。回収票数は 63
票 (49.6％) であった。主な調査項目は①テレワーク経

験②テレワーク内容③COVID-19 による変化④テレ

ワーク場所⑤テレワーク特徴⑥テレワーク評価⑦将来

の意向⑧基本事項である。2) ヒアリング調査 : 緊急事

態宣言中にテレワークを行っている人の内、現在も継

続しており今後も継続意向のある 7名、現在はテレワー

クを行っていないが後はテレワークを再開したい意向

のある 7 名にヒアリング調査を行った。主なヒアリン

グ内容は①従前、第一次緊急事態宣中、移行期、現在

における 1 週間のスケジュール②働き方の変化③執務

形態の意向の 3 項目である。3) 新聞調査：調査する新

聞は朝日新聞 (2019 年 4 月 1 日～ 2020 年 11 月 31 日 )

を用いた。新聞の閲覧には朝日新聞記事データベース

｢聞蔵Ⅱビジュアル｣を用い、①オフィス②テレワーク

③働き方④働く場⑤コワーキングスペースのキーワー

ドで検索した。該当する 4148 件の内、街の執務空間

についての記載がある 244 件を対象とした。

２．COVID-19 による働き方の多様化

2-1． テレワーク実施実態 ( 図 2,3)
　テレワーク経験者は 8 割程度であった。一方でテレ

ワークを一度も行ったことのない回答者は約 2 割で

あった。テレワーク経験者の内、そのテレワークを行

う場所は、「自宅のみ」が 7 割程度であり、過半数が

在宅勤務のみを行っている。また、「自宅および自宅

以外」は約 3 割であり、自宅とは別でテレワークを行

う場所を持っている。従前と緊急事態宣言発令後の働

く場所の変化では、「従前」は、「オフィス」勤務が 10
割であり、全員がオフィスへ出社していた。少量では

あるが併せて「飲食店」「自宅」などのテレワークも行っ

ていることが分かる。一方で「緊急事態宣言発令後」は、

「オフィス」の割合が約 6 割まで減少し、それに伴っ

て「自宅」が約 8 割まで増加している。少量ではある

が、街の執務空間の利用も増加している。

2-2. テレワーク実施形態による分類

　調査対象に対して①テレワークの実施時期②利用場

所の観点から「オフィス集中継続型 (6 事例 )」「在宅

集中継続型 (11 事例 )」「多種分散継続型 (9 事例 )」「オ

フィス集中選択型 (5 事例 )」「在宅集中選択型 (5 事例 )」
「一過型 (14 事例 )」の 6 つに分類した ( 図 4)。

2-3．分類特徴・形成要因

1)継続型 :現在もテレワークを継続している執務形態。

①オフィス集中継続型：外出を除く勤務時間の過半数

をオフィスで勤務している。週に 1、2 度のテレワー

クを推奨されており、働き手は日にちや曜日を選んで

いるためオフィスに集中して勤務している。

②在宅集中継続型 : 外出を除く勤務時間の過半数を自

宅で勤務している。【B-a】はデスクトップパソコンを

用いており、場所を変えられないこと、【B-b】は在宅

勤務の方がオフィス勤務より作業効率が上がるため自

宅に集中して勤務している。

③多種分散継続型 : オフィス・自宅・街の執務空間を

使い分けながら勤務している。オフィス、自宅の他に

営業先、会社付近のシェアオフィス、飲食店や現場事

務所を使うことによって時間の有効活用を図っている

ため各種分散して勤務している。

2) 選択型：現在はテレワークを行っていないが、移行

期もテレワークを行っていた執務形態。

①オフィス集中選択型：テレワークを実施していた際

に外出を除く勤務時間の過半数をオフィスで勤務して

いる形態。業務量によってテレワークと出社を切り替

えている。週に1、2度のテレワークを推奨されており、

働き手は日にちや曜日を選んでいるためオフィスに集

中して勤務している。

②在宅集中選択型 : テレワークを実施していた際に外

出を除く勤務時間の過半数を自宅で勤務している形

態。業務量、制度によってテレワークと出社を切り替

えている。また、自宅の方が作業効率や生活の自由度

が上がるため自宅に集中して勤務している。

3) 一過型 : 第一次緊急事態宣言中のみテレワークを

行っていた形態。業務量・内容・役職などからテレワー

クを行っていない。

2-4．テレワーク実施形態における評価

業務に対する集中度の評価では【在宅集中継続型】【多

種分散継続型】【在宅集中選択型】は高評価の割合が

高く、8 割から 9 割程度であった。特に【在宅集中継

続型】【在宅集中選択型】では、「向上した」の割合が

高くなっている。一方で【オフィス集中継続型】【オフィ

ス集中選択型】【一過型】では、高評価の割合が低くなっ

ている ( 図 5)。業務の質評価では、【オフィス集中継

続型】【多種分散継続型】【オフィス集中選択型】は高

評価の割合が高い傾向にある。特に【多種分散継続型】

の街の執務空間利用時は約 7.5 割が高評価であった。

一方で、【在宅集中継続型】【在宅集中選択型】【一過型】

では、高評価の割合が低く、2 割程度となっている ( 図
6)。プライベートの充実度の評価では、【一過型】を

除くすべての分類が高評価であるが、特に【在宅集中

継続型】【多種分散継続型】の在宅勤務利用時の割合

が高い傾向であった。一方で【一過型】は高評価の割

合が低くなっている ( 図 7)。つまり、どの執務形態も
プライベートの充実に寄与しており、オフィス勤務を
主に行う形態では業務の質向上、在宅勤務を主に行う

形態では業務に対する集中に繋がっている。また、街
の執務空間勤務は集中、質の向上、プライベートの充
実のいずれも評価が高く、仕事と生活の両立を図るこ
とができるといえる。
３．テレワークによる仕事・生活の変化

3-1．仕事に関する変化 ( 図 8)
1) スケジュール構成：【多種分散継続型】は 1 日、【オ

フィス集中継続型】【在宅集中継続型】は1週間でオフィ

ス出社とテレワークの使い分けがみられた。1 日の中

では時間の有効活用 [1][2][3]、1 週間の中ではプライ

ベートの充実 [4][5][6] がみられた。【オフィス集中選

択型】【在宅集中選択型】は移行期までテレワークを

行っており、現在はオフィス勤務のみといったように

業務量による使い分け [7][8] がみられた。

2) オフィス出社の目的変化：【在宅集中継続型】【多種

分散継続】でオフィス出社する目的の変化が見られた。

普段の業務はテレワークで行い、[9][10] は印刷、[11]
は指導係とコミュニケーションをとるため、[12] はオ

ンラインツールを用いるための準備を理由に出社して

いる。テレワーク実施に伴い、従来の理由とは異なっ

たオフィスの使われ方がみられた。

3-2．生活に関する変化 ( 図 9)
1) 業務中における生活の介入：業務中に調理や食事を

行い、後に業務に戻ること [13][14] や休憩中に家事を

行うなど業務の合間にも生活の介入 [15][16][17] がみ

られた。また、家内だけでなく食料品店やコインラン

ドリーなど屋外の利用も見られた [18][19]。
2) 居住地の変更：緊急事態宣言発令後の居住地の変更

では、2 割が変更しているが、理由として、COVID-19
による影響は見られなかった。一方で【在宅集中継続

型】は変更の意向がみられ、オフィス出社を前提とし

ない住居の選択が今後考えられる [20][21]。
3-3． 執務形態がもたらす変化 ( 表 2)
1) オフィス集中継続型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は質を高める際に用いることが考えられる。

2) 在宅集中継続型 : オフィス出社が減るため、立地に

縛られない居住地の選択が可能であると考えられる。

オフィスは協働の場としての機能が考えられる。

3) 多種分散継続 : 居住地は従前と変わらずオフィスの

周辺に立地すると考えられる。街の執務空間が自宅近

くに立地し、作業環境・設備、交流・集まる場所など

のオフィスの役割を担うことで今後オフィスの役割が

変化する可能性がある。

4) オフィス集中選択型 : 居住地は現在と変わらずオ

フィスに近い場所に立地すると考えられる。在宅勤務

は回数として少数のため、街の執務空間利用が作業効

率とプライベートの両立を図ることが考えられる。

5) 在宅集中選択型 : 短期的に在宅勤務を行うため、二

拠点居住が可能であると考えられる。オフィスは繁忙

期など、特定の時期に利用されると考えられる。

6) 一過型 : 現在はテレワークを行うことができていな

いが、テレワークを前提とした業務になることで今後

テレワークを行うことできると考えられる。

４．COVID-19 による執務形態・執務空間の拡張

4-1. COVID-19 による意向の変化

1) 執務形態の意向 ( 図 10,11)：テレワークの継続意向

では、6.5 割程度が継続したい、3.5 割程度が継続した

くない意向であった。継続意向の内、理想の執務形態

では「オフィスと自宅を併用して働く」「オフィスと

自宅と自宅以外を併用して働く」の割合が高く 4.5 割

程度であった。また、自宅以外の街の執務空間では、

現場付近、自宅付近で働きたいと考えている。また、

ワーケーションを行いたい意向もみられた。

2) 意向・考え方の変化 ( 表 3): 在宅勤務に対して当初
はテレワークに対して否定的な意見やできないという
意見が多かったが、テレワークを経験したことで考え
方に変化がみられた。緊急事態宣言に伴い在宅勤務を

行ったことで従前の執務形態に縛られない意向が顕在

化されたと考えられる。

4-2 街に対する意識の変化 ( 図 12)
　執務形態の変化は、職住一致による業務地や住宅地

などの曖昧化 [28][29][30] をもたらし、業務地では無

秩序なオフィスの開発が減る。また、それに伴った公

園・緑地・オープンスペースなどの公共空間の創出を

期待している [31][32][33]。一方で、住宅地ではオー

プンスペースが多様な人や専門的な働き手が集まる執

務空間を通してのコミュニティやネットワーク形成に

寄与する [34][35] と評価している。また、こういった

街の構造の再解釈が魅力となり他地域からの流入に繋

がると考えている [36][37]。
4-3． 街の執務空間の広がり

1) 街の執務空間の周辺環境 ( 図 13): 従前は「業務地」、

「商業地」、「山・海」で多かった件数が、緊急事態宣

言解除後は、「商業地」が減り、「観光地・温泉地」、「里

山・田園」が増加している。このことから中心地から

地方に拡散されていることが分かる。

2) 街の執務空間の収容施設 ( 図 14): 従前は「ビル」や

「商業施設」の一角などの件数が多く、これは働き方

改革によって開設される街の執務空間が多いと考えら

れる。緊急事態宣言中になると「ビル」、「商業施設」

の件数は減少し、事業継続のため「ホテル」や「旅館」、

接触の回避のため「庁舎」や「図書館」などの公共施

設の件数が増えている。緊急事態宣言解除後は継続し

て「ホテル」などの件数が多いことに加えて、「旧住

宅 ( 空き家 )」や「その他」の件数が増えている。少

数ではあるが、公園、倉庫や寺などあらゆる場所が街

の執務空間となっている。

3) 街の執務空間の開設目的 ( 図 15): 従前は交流や拠点

として供給されていたが、COVID-19 の影響により、事

業継続やワークライフバランス (WLB) などの目的が付

加され、目的が多角化しており、多様な目的で街の執

務空間が開設されるようになっている。

５． 課題 ( 表 4)
　街の執務空間に対して会社側が用意することを望む意
見が見られた [38][39]。そして、街の執務空間を所有、
契約又は検討している会社も見られた。一方で、利用
できる街の執務空間があるにも関わらず、利用してい
ない事例が見られた。以上より、街の執務空間の立地
を検討しなければ利用されない可能性がある [40][41]。
６．結論 ( 図 16)
　本研究では、COVID-19 による執務形態の変化が働

き手に与えた仕事・生活・街への意識の観点から影響

を明らかにした。働き手はオフィス出社とテレワーク

を併用することで仕事の効率化と生活との調和を図っ

ており、それに伴いプライベートの充実、業務中にも

生活の介入がみられた。こういった変化は新たな意向

を生むと共に街に対する意識の変化をもたらしてい

る。住宅地などの概念が再考される中で他の建築ス

トックが街の執務空間として転換・併設されてきてお

り、こういった場所が利用されることで今後、街の構

造が変化する可能性が明らかとなった。

〈街の執務空間の会社側の設置〉
[38] 何か会社からメリットあった方がみんな使うと思う。これから能動的にするためにも
手当とかいいことがあれば積極的にやりたい【C-a】
[39] 会社のお金がないってのがある【F-a】
―そういった場所を会社が用意してくれて無料で利用できる方がいいってことですか？
うん、なんか別でオフィスを自分でやらなってなると厳しいかな。(中略 )なんか何時間
でいくらみたいなのあるやん、自分の趣味なら払うけど仕事するのにお金払うのは、会社
が払ってって感じ【F-a】
〈街の執務空間を利用していない理由〉
[40] コワーキングスペースはカード持ってるんです、一応、(中略 )グループ社員なので
年会費はかからない利用料だけ払うしかも割安でっていうやつです、どうぞとは言ってる
んですけどしごとてきにコワーキング向かないので何言ってんやろって思いながら【A-b】
[41](街の執務空間が)近いといいね、(今の街の執務空間は)天王寺は京橋から環状線乗っ
たらいけるけど、(中略 )会社より遠いと意味はないかな【D-a】
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4 月
2019 年

7 月 10 月 4月 7月 10 月1月
2020 年

業務地 (n=34)
商業地 (n=15)

住商混在地 (n=9)
住宅地 (n=18)

観光・温泉地 (n=21)
里山・田園 (n=10)

山・海 (n=19)
その他 (n=4)

：1 件 ：3件 ：5件

交流・新事業 (n=30)
支援・拠点 (n=28)

質向上 (n=12)
地域活性化 (n=39)

WLB(n=45)
事業継続 (n=26)
感染防止 (n=19)
その他 (n=12)

4 月
2019 年

7 月 10 月 4月 7月 10 月1月
2020 年
：3件 ：6件 ：9件

表 4　課題に関するヒアリング内容

図 16　まとめ

図 13　街の執務空間周辺環境推移

図 15　街の執務空間開設目的推移

4 月
2019 年

7 月 10 月 4月 7月 10 月1月
2020 年

ビル (n=21)
商業施設 (n=26)

飲食店 (n=3)
ホテル (n=31)

旅館 (n=9)
他の宿泊施設 (n=3)

旧学校 (n=11)
庁舎 (n=7)

図書館 (n=2)
他の公共施設 (n=8)

旧住宅 (n=14)
古民家 (n=5)

駅 (n=5)
その他 (n=27)

：3 件 ：6件 ：9件図 14　街の執務空間収容施設推移
街の執務空間の拡張
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